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 (8) 特殊法人改革 

  

 ① 特殊法人改革 

特殊法人改革については、平成12年12月1日に閣議決定された「行政改革大綱」、平成13年6月21日に公布され

た「特殊法人等改革基本法」等に基づき、新たな時代にふさわしい行政組織・制度への転換を目指して、「民間に委

ねられるものは民間に委ね、地方に委ねられるものは地方に委ねる」ことを基本原則に、全ての特殊法人等の事業・

組織全般についての抜本的な改革に取り組むこととされました。 

これを受けて、平成13年12月19日に「特殊法人等整理合理化計画」が閣議決定されました。 

特殊法人等整理合理化計画において、指摘された当公庫の事業について講ずべき措置に対する見直し状況は、

以下のとおりです。 

 

事業について講ずべき措置 措置状況、措置予定等 

 

【沖縄における政策金融事業（融資、出資、保証）】 

○本土公庫等に準じて、事業見直しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○業務の効率化を図ることにより、事務処理コストの削

減を図る。 

 

 

○特別貸付については、現時点において真に必要な

ものであるか検討し、存続させるもの及び今後創設

するものについては、貸付制度の期限及び廃止の

指標を設定する。 

 

○貸付資産等のリスク管理及び引当金の開示につい

ては、適切に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

○金利の決定については、政策的必要性等を踏ま

え、決定責任主体を明確にする。 

 

 

 

 

 

・ 平成15～20年度予算において事業規模の縮減を 

 実施。 

・経済対策により、平成21年度予算の概算要求額から

事業規模を100億円追加。 

・経済対策により、平成22年度予算の当初計画及び

平成23年度予算の概算要求額から、事業規模をそ

れぞれ10億円、40億円追加。 

貸付規模（当初計画） 

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

 2,010億円  1,900億円  1,800億円  1,620億円 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1,420億円  1,330億円  1,380億円  1,380億円 

平成23年度 

1,420億円 

 

・業務支援のための情報系システムの開発を推進。 

・融資・管理部門において課制を廃止して、班制を導

入。 

 

・本土公庫等並びの制度、公庫独自の47制度を廃

止、8制度の整理統合。 

・中小企業等資金、生活衛生資金の特別貸付制度全

てについて取扱期間を設定。 

 

・リスク管理債権及び金融再生法開示債権の開示は

民間金融機関と同様の基準で実施。 

・自己査定に基づく引当金の開示は、民間企業として

活動を行っていると仮定して策定した財務諸表（行

政コスト計算財務書類）において、平成12年度決算

分から開示。 

・リスク管理の分野について金融庁検査を導入（15年

4月施行） 

 

・金利の決定責任主体については、法令に基づき、

公庫が主務大臣の認可を受けて貸付金利を定める

こととされている。 
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○政策金融については評価手法を検討し、その結果

を事業に反映させる仕組みを検討する。特に、繰

上償還を含めた政策コストを明示する。 

 

 

・政策金融評価を、平成16、17、19、20、21、22年度

に実施・開示。 

・ 繰上償還を含めた政策コストは、平成12年度から 

作成・開示。 

 

 

② 政策金融改革について 

特殊法人等整理合理化計画を受けて、平成14年12月13日に経済財政諮問会議において「政策金融改革につ

いて」が示されました。 

その後、不良債権の集中処理期間を終えて平成17年11月29日に経済財政諮問会議で「政策金融改革の基本

方針」が決定され、同日政策金融改革に関する政府・与党合意が形成されました。 

これらに基づき、平成17年12月24日には「行政改革の重要方針」が閣議決定され、政策金融の抜本的改革が行

われることとなり、これを受けて平成18年6月2日に「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律」（平成18年法律第47号。以下「行政改革推進法」という。）が公布され、また、平成18年6月27日、行政改革

推進本部及び政策金融改革推進本部の合同会議において、「政策金融改革に係る制度設計」が決定されました。 

その後、「行政改革推進法」及び「政策金融改革に係る制度設計」に基づき、平成19年2月27日に「株式会社日

本政策金融公庫法案」及び「株式会社日本政策金融公庫法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律案」が閣

議決定、国会に提出され、平成19年5月18日に成立しました。 

 

 

 

下記の内容については、以下をご参照ください。 

○ 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（抄）」 平成 18 年 6 月 2 日 公布 

○ 「株式会社日本政策金融公庫法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律」第 29 条に規定する「沖縄振興

開発金融公庫法」（昭和 47 年法律第 31 号）の改正内容（抄） 平成 19 年 5 月 25 日 公布 

 

 

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（抄） 

 

平成18年6月2日公布 

第二章 重点分野及び各重点分野における改革の基本方針等 

 

第一節 政策金融改革 

 

（趣旨及び基本方針） 

第４条 政策金融改革は、次に掲げる基本方針に基づき、平成20年度において、現行政策金融機関（商工

組合中央金庫、国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫、公営企業金融公庫、沖縄

振興開発金融公庫、国際協力銀行及び日本政策投資銀行をいう。以下同じ。）の組織及び機能を再編成

し、その政策金融の機能を、新たに設立する一の政策金融機関（以下「新政策金融機関」という。）に担わ

せることにより行われるものとする。ただし、国際協力銀行の政府開発援助に係る機能については、現行政

策金融機関の政策金融の機能から分離して独立行政法人国際協力機構に担わせるものとし、沖縄振興開

発金融公庫については、第11条の定めるところによる。 

 

一 新政策金融機関の政策金融の機能は、国民一般、中小企業者及び農林水産業者の資金調達を支援

する機能並びに我が国にとって重要な資源の海外における開発及び取得を促進し、並びに我が国の産

業の国際競争力の維持及び向上を図る機能に限定するものとする。 

 

二 政策金融に係る貸付金については、平成20年度末における新政策金融機関の貸付金の残高及び沖

縄振興開発金融公庫の貸付金の残高の合計額の同年度の国内総生産（国際連合の定める基準に準拠

して内閣府が作成する国民経済計算の体系における国内総生産をいう。以下同じ。）の額に占める割合

が、平成16年度末における現行政策金融機関の貸付金の残高の同年度の国内総生産の額に占める割
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合の２分の１以下となるようにするものとする。 

 

三 現行政策金融機関の負債の総額が資産の総額を超える場合におけるその超過額又は新政策金融機

関に生じた損失であって、これらの経営責任に帰するべきものを補てんするための補助金（交付金、補給

金その他の給付金を含む。）の交付その他の国の負担となる財政上の措置は、行わないものとする。 

 

 

四 内外の金融秩序の混乱又は大規模な災害、テロリズム若しくは感染症等による被害に対処するために

必要な金融について、新政策金融機関及び第6条第1項に規定する機関その他の金融機関により迅速か

つ円滑に行われることを可能とする体制を整備するものとする。 

 

 

（沖縄振興開発金融公庫の在り方） 

第11条 沖縄振興開発金融公庫は、沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第4条第1項に規定する

沖縄振興計画に係る同条第3項に規定する平成14年度を初年度とする10箇年の期間が経過した後におい

て、新政策金融機関に統合するものとする。 

 

２  沖縄振興開発金融公庫の業務は、新政策金融機関に承継させる。ただし、平成20年度において、沖縄

の置かれた特殊な諸事情にかんがみ特に存続させる必要があるものを除き、日本政策投資銀行の業務に

相当する業務は廃止し、国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫及び中小企業金融公庫の業務に相当す

る業務については第8条第2項ただし書、第9条第2項ただし書及び前条第2項ただし書の規定に準じた措

置を講ずるものとする。 

 

３  第１項の統合に当たっては、沖縄県の区域を管轄する新政策金融機関の事務所が、沖縄の振興に関す

る施策に金融上の寄与をするため、前項本文の業務を自立的かつ主体的に遂行することを可能とする体

制を整備するものとする。 

 

（参考） 

第８条第２項ただし書 

ただし、教育資金の貸付けについては、低所得者の資金需要に配慮しつつ、貸付けの対象の範囲を縮

小するものとする。 

 

第９条第２項ただし書 

ただし、農林漁業者に対する長期かつ低利の資金の貸付けは、資本市場からの調達が困難な資金の貸

付けに限定するものとし、農林漁業金融公庫法（昭和27年法律第355号）第18条の2第1項第4号に規定す

る食品の製造等の事業を営む者に対する貸付けは、中小企業者に対する償還期間が10年を超える資金の

貸付けに限定するものとする。 

 

第10条第2項ただし書 

ただし、中小企業金融公庫法（昭和28年法律第138号）第19条第1項第1号及び第2号に掲げる業務につ

いては、中小企業者一般を対象とするものは廃止するものとし、それ以外のものは、中小企業に関する重要

な施策の目的に従って行われるものに限定するとともに、その承継後においても定期的に見直しを行い、

必要性が低下したと認められる部分は廃止するものとする。 

 

 

 

 

 

「株式会社日本政策金融公庫法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律」第29条に規定する「沖縄振興開発

金融公庫法」（昭和47年法律第31号）の改正内容 

（平成19年5月25日 公布） 

（平成20年10月1日 施行） 

（下線部分が改正箇所である。） 
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（業務の範囲） 

第十九条 公庫は、第一条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一 沖縄における産業の振興開発に寄与する事業に必要な長期資金（沖縄の置かれた特殊な諸事情にか

んがみ特に必要があると認められるものとして主務大臣が定めるものに限る。）であって次に掲げるものの

貸付け、当該資金に係る債務の保証（債務を負担する行為であって債務の保証に準ずるものを含む。以

下同じ。）当該資金の調達のために発行される社債（特別の法律により設立された法人で会社でないもの

の発行する債券を含む。以下同じ。）の応募その他の方法による取得又は当該資金に係る貸付債権の全

部若しくは一部の譲受けを行うこと。ただし、当該保証に係る債務の履行期限（ただし、当該債務の保証の

日から起算する。）、当該取得に係る社債の償還期限（ただし、当該取得の日から起算する。）及び当該譲

受けをした貸付債権に係る貸付金の償還期限（ただし、当該譲受けの日から起算する。）は、一年未満の

ものであってはならない。 

イ～ハ  （略） 

一の二 主務大臣の認可を受けて、沖縄における産業の振興開発に寄与する事業に必要な資金（沖縄の置

かれた特殊な諸事情にかんがみ特に必要があると認められるものとして主務大臣が定めるものに限る。）の

出資を行うこと。 

一の三   （略） 

二 沖縄に住所を有する者で沖縄において事業を営むものに対して、小口の事業資金の貸付けを行い、並

びに沖縄に住所を有する者に対して、小口の教育資金の貸付け（所得の水準その他の政令で定める要件

を満たす者に対するものに限る。）を行い、及び恩給等を担保として小口の資金を貸し付けること。 

三・四     （略） 

五 沖縄において事業を行う中小企業者に対して事業の振興に必要な資金（特定の中小企業者を対象と

し、かつ、中小企業に関する重要な施策の目的に従って貸付けが行われる長期の資金又は沖縄の置か

れた特殊な諸事情にかんがみ特に必要があると認められる長期の資金として、主務大臣が定めるものに

限る。）の貸付けを行い、及び沖縄において事業を行う中小企業者が事業の振興に必要な長期資金を調

達するために新たに発行する社債（社債等の振替に関する法律（平成十三年法律第七十五号）第六十六

条第一号に規定する短期社債を除く。）の応募その他の方法による取得（特定の中小企業者を対象とし、

かつ、中小企業に関する重要な施策の目的に従って行われるもの又は沖縄の置かれた特殊な諸事情に

かんがみ特に必要があると認められるものとして、主務大臣が定めるものに限る。）を行うこと。 

六～八     （略） 

 

２ 前項において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 小口の事業資金 株式会社日本政策金融公庫法（平成十九年法律第  号）別表第一第一号の下欄に

規定する小口の事業資金をいう。 

一の二 小口の教育資金 株式会社日本政策金融公庫法別表第一第二号の下欄に規定する小口の教育

資金をいう。 

二 恩給等 株式会社日本政策金融公庫が行う恩給担保金融に関する法律（昭和二十九年法律第九十一

号）第二条第一項に規定する恩給等をいう。 

三～三の四 （略） 

四 中小企業者 株式会社日本政策金融公庫法第二条第三号に規定する中小企業者をいう。 

四の二 （略） 

五 生活衛生関係営業者 株式会社日本政策金融公庫法第二条第一号に規定する生活衛生関係営業者

をいう。 

３・４   （略） 

５ 株式会社日本政策金融公庫が行う恩給担保金融に関する法律第三条から第九条までの規定は、公庫が同法

第二条第一項に規定する恩給等を担保として貸付けをする場合について準用する。 

 

（業務の受託） 

第二十一条 公庫は、主務大臣の認可を受けて、独立行政法人住宅金融支援機構の行う独立行政法人住宅金

融支援機構法（平成十七年法律第八十二号）第十三条第一項第一号から第三号までに規定する業務若しくは

これらに附帯する業務の一部、株式会社日本政策金融公庫の行う株式会社日本政策金融公庫法第十一条第

一項第二号の規定による同法別表第二第一号から第五号までに掲げる業務若しくはこれらに附帯する業務又

は特別の法律によって設立された法人で政令で定めるものの行う貸付けの業務を受託することができる。 

２   （略） 
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（予算及び決算） 

第二十四条 公庫の予算及び決算に関しては、沖縄振興開発金融公庫の予算及び決算に関する法律（昭和二

十六年法律第九十九号）の定めるところによる。 

 

 

4．関係会社の状況 

 

子会社、関連会社に該当するものはありません。 

 

 ※1 「沖縄振興開発金融公庫の財務諸表等の閲覧期間並びに附属明細書及び業務報告書の記載事項に関

する省令」(平成9年大蔵省令52号)により、子会社、関連会社は以下のように定義されています。 

子 会 社 ： 公庫が議決権の過半数を実質的に所有している会社であって、資金供給業務としての出資の出資先

でないものをいう。 
関 連 会 社 ： 公庫が、議決権の100分の20以上、100分の50以下を実質的に所有し、かつ、人事、資金、技術、取

引等の関係を通じて財務及び営業の方針に対して重要な影響を与えることができる会社をいう。 

 

 

5．職員の状況 

 

 ○ 職員数の状況(予算定員) 

 

平成22年度 平成23年度 増減 

212人 211人 △ 1 人 

 


